
十 九 公 債 費

負 担 の 計 画

的 な 適 正 化

に 要 す る 経

費 が あ る こ

と 。

次 の 各 号 に 規 定 す る 算 定 方 法 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。 十 九 公 債 費

負 担 の 計 画

的 な 適 正 化

に 要 す る 経

費 が あ る こ

と 。

次 の 各 号 に 規 定 す る 算 定 方 法 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

一 実 質 公 債 費 比 率 が 健 全 化 法 第 二 条 第 五 号 に 規 定 す る 早 期 健 全 化 基 準 以 上 と

な つ た こ と に よ り 財 政 健 全 化 計 画 を 策 定 す る 市 町 村 及 び 同 条 第 六 号 に 規 定 す

る 財 政 再 生 基 準 以 上 と な つ た こ と に よ り 財 政 再 生 計 画 を 策 定 す る 市 町 村 の う

ち 、 策 定 年 度 か ら 三 年 度 以 内 に 実 質 公 債 費 比 率 を 二 十 五 ・ 〇 パ ー セ ン ト 未 満

に 引 き 下 げ る 市 町 村 又 は 同 比 率 を 策 定 年 度 の 同 比 率 か ら 三 パ ー セ ン ト 控 除 し

た 値 以 下 と し た 市 町 村 に つ い て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 （ 当 該 額 が 負

数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ） と す る 。

一 実 質 公 債 費 比 率 が 健 全 化 法 第 二 条 第 五 号 に 規 定 す る 早 期 健 全 化 基 準 以 上 と

な つ た こ と に よ り 財 政 健 全 化 計 画 を 策 定 す る 市 町 村 及 び 同 条 第 六 号 に 規 定 す

る 財 政 再 生 基 準 以 上 と な つ た こ と に よ り 財 政 再 生 計 画 を 策 定 す る 市 町 村 の う

ち 、 策 定 年 度 か ら 三 年 度 以 内 に 実 質 公 債 費 比 率 を 二 十 五 ・ 〇 パ ー セ ン ト 未 満

に 引 き 下 げ る 市 町 村 又 は 同 比 率 を 策 定 年 度 の 同 比 率 か ら 三 パ ー セ ン ト 控 除 し

た 値 以 下 と し た 市 町 村 に つ い て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 （ 当 該 額 が 負

数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ） と す る 。

算式 算式
Ａ×Ｂ×（１－（0015／Ｃ）） Ａ×Ｂ×（１－（0015／Ｃ））
算式の符号 算式の符号
Ａ 地方債の当該年度における元利償還金（繰上償還に係るものを除く。以
下同じ。）のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調
査した額

Ａ 地方債の当該年度における元利償還金（繰上償還に係るものを除く。以
下同じ。）のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調
査した額

Ｂ 地方債の当該年度における元利償還金の額に対する地方債の当該年度に
おける支払利子額（第３条第１項第３号イの表第40号及び第46号（以下「公
債費負担格差是正等」という。）の算定の基礎となつた支払利子額を除く。）
の比率

Ｂ 地方債の当該年度における元利償還金の額に対する地方債の当該年度に
おける支払利子額（第３条第１項第３号イの表第40号及び第46号（以下「公
債費負担格差是正等」という。）の算定の基礎となつた支払利子額を除く。）
の比率

Ｃ 当該年度の前年度末における地方債の未償還元金の額（公債費負担格差
是正等の算定の基礎となつた未償還元金の額を除く。）に対する地方債の当
該年度における支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた
支払利子額を除く。）の比率

Ｃ 当該年度の前年度末における地方債の未償還元金の額（公債費負担格差
是正等の算定の基礎となつた未償還元金の額を除く。）に対する地方債の当
該年度における支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた
支払利子額を除く。）の比率

二 公 債 費 負 担 適 正 化 計 画 （ 実 質 公 債 費 比 率 に よ る 許 可 団 体 が 実 質 公 債 費 負 担

の 適 正 な 管 理 の た め の 取 組 を 計 画 的 に 行 う た め に 自 主 的 に 策 定 す る 計 画 を い

う 。 ） を 実 施 す る 市 町 村 の う ち 、 策 定 年 度 か ら 五 年 度 以 内 に 実 質 公 債 費 比 率 を

十 八 ・ 〇 パ ー セ ン ト 未 満 に 引 き 下 げ る 市 町 村 又 は こ れ に 準 ず る 市 町 村 に つ い

て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 （ 当 該 額 が 負 数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ）

と す る 。

二 公 債 費 負 担 適 正 化 計 画 （ 実 質 公 債 費 比 率 に よ る 許 可 団 体 が 実 質 公 債 費 負 担

の 適 正 な 管 理 の た め の 取 組 を 計 画 的 に 行 う た め に 自 主 的 に 策 定 す る 計 画 を い

う 。 ） を 実 施 す る 市 町 村 の う ち 、 策 定 年 度 か ら 五 年 度 以 内 に 実 質 公 債 費 比 率 を

十 八 ・ 〇 パ ー セ ン ト 未 満 に 引 き 下 げ る 市 町 村 又 は こ れ に 準 ず る 市 町 村 に つ い

て 、 次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 （ 当 該 額 が 負 数 と な る と き は 、 零 と す る 。 ）

と す る 。

算式 算式
Ａ×Ｂ×（１－（0015／Ｃ））×05 Ａ×Ｂ×（１－（0015／Ｃ））×05

算式の符号 算式の符号
Ａ 地方債の当該年度における元利償還金のうち特別交付税の算定の基礎と
すべきものとして総務大臣が調査した額

Ａ 地方債の当該年度における元利償還金のうち特別交付税の算定の基礎と
すべきものとして総務大臣が調査した額

Ｂ 地方債の当該年度における元利償還金の額に対する地方債の当該年度に
おける支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた支払利子
額を除く。）の比率

Ｂ 地方債の当該年度における元利償還金の額に対する地方債の当該年度に
おける支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた支払利子
額を除く。）の比率

Ｃ 当該年度の前年度末における地方債の未償還元金の額（公債費負担格差
是正等の算定の基礎となつた未償還元金の額を除く。）に対する地方債の当
該年度における支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた
支払利子額を除く。）の比率

Ｃ 当該年度の前年度末における地方債の未償還元金の額（公債費負担格差
是正等の算定の基礎となつた未償還元金の額を除く。）に対する地方債の当
該年度における支払利子額（公債費負担格差是正等の算定の基礎となつた
支払利子額を除く。）の比率
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